
 

 

 

６ 賞与の支給状況 

(1) 昨年の冬の賞与の支給状況 

昨年の冬（平成23年９月から平成24年２月）の賞与（ボーナス）を支給した企業割合は、89.5％

（一昨年の冬 89.3％）となっている。 

これらの企業について、昨年の冬の１人平均賞与支給額及び支給月数をみると、582,902円（同 

542,149円）、1.97か月（同 1.91か月）となっている。一昨年の冬の１人平均賞与支給額に比べ、40,753

円の増加となっている。 

昨年の冬の１人平均賞与支給額について企業規模別にみると、5,000人以上の企業で、768,613円

（同713,543円）、1,000～4,999人は627,150円（同 616,294円）、300～999人は549,003円（同 468,509

円）100～299人は403,806円（同 417,645円）となっている。 

これを産業別にみると、金融業，保険業が773,856円と最も高く、次いで電気・ガス・熱供給・水

道業が691,265円、鉱業，採石業，砂利採取業が688,359円の順となっている。最も低いのは生活関

連サービス業，娯楽業で265,447円、次いで宿泊業，飲食サービス業が274,783円、医療，福祉が297,626

円の順となっている。（第８表） 

 

 

第８表 企業規模・産業、労働組合の有無別昨年の冬の賞与支給企業割合、 

１人平均賞与支給額及び１人平均賞与支給月数 

平成　24　年

計 89.5 582,902 1.97

 5,000人以上 98.2 768,613 2.26

 1,000 ～ 4,999人 97.1 627,150 2.08

   300 ～   999人 95.5 549,003 1.98

   100 ～   299人 87.1 403,806 1.63

 鉱業，採石業，砂利採取業 91.9 688,359 2.33

 建設業 85.3 572,025 1.93

 製造業 95.3 648,418 2.16

 電気･ガス･熱供給･水道業 100.0 691,265 1.50

 情報通信業 94.2 672,943 1.99

 運輸業，郵便業 84.1 604,465 2.03

 卸売業，小売業 92.9 535,878 1.91

 金融業，保険業 89.3 773,856 2.12

 不動産業，物品賃貸業 100.0 528,129 1.95

 学術研究，専門・技術サービス業 97.6 684,536 2.11

 宿泊業，飲食サービス業 71.0 274,783 1.23

 生活関連サービス業，娯楽業 79.6 265,447 1.20

 教育，学習支援業 86.9 385,873 1.49

 医療，福祉 84.0 297,626 1.44

 サービス業（他に分類されないもの） 81.4 412,450 1.66

 労働組合あり 98.7 698,391 2.18

 労働組合なし 86.2 438,466 1.71

平成　23　年

　計 89.3 542,149 1.91

 5,000人以上 98.5 713,543 2.27

 1,000 ～ 4,999人 96.3 616,294 2.05

   300 ～   999人 93.1 468,509 1.79

   100 ～   299人 87.6 417,645 1.66

 注:  全企業に占める昨年の冬の賞与を支給した企業についての数値である。
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 昨年の冬の賞与を

支給した企業
（％）

昨年の冬の１人
平均賞与支給額
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 （月）

 



 

 

 

(2) 今年の夏の賞与の支給状況 

今年の夏（平成24年３月から８月）の賞与（ボーナス）を支給した又は支給する予定で額が決定

している企業割合は86.8％（昨年の夏 86.0％）となっている。 

これらの企業について、今年の夏の１人平均賞与支給額及び支給月数をみると、573,357円（同 

544,462円）、1.93か月（同 1.88か月）となっている。昨年の夏の１人平均賞与支給額に比べ、28,895

円の増加となっている。 

今年の夏の１人平均賞与支給額について企業規模別にみると、5,000人以上の企業で、764,159円

（同 742,695円）、1,000～4,999人は645,867円（同 615,010円）、300～999人は510,812円（同 465,024

円）100～299人は395,169円（同 408,329円）となっている。 

これを産業別にみると、金融業，保険業が807,119円と最も高く、次いで学術研究，専門・技術サ

ービス業が769,497円、電気・ガス・熱供給・水道業が743,121円の順となっている。最も低いのは

生活関連サービス業，娯楽業で260,278円、次いで医療，福祉が298,005円、宿泊業，飲食サービス

業が329,658円の順となっている。（第９表、付表15） 

 

 

第９表 企業規模・産業、労働組合の有無別今年の夏の賞与支給企業割合、 

１人平均賞与支給額及び１人平均賞与支給月数 

平成　24　年

　計 86.8 573,357 1.93

 5,000人以上 98.6 764,159 2.28

 1,000 ～ 4,999人 95.8 645,867 2.11

   300 ～   999人 95.5 510,812 1.84

   100 ～   299人 83.4 395,169 1.58

 鉱業，採石業，砂利採取業 91.9 728,068 2.39

 建設業 87.6 560,367 1.87

 製造業 95.9 625,976 2.08

 電気･ガス･熱供給･水道業 98.5 743,121 1.92

 情報通信業 92.7 672,363 2.03

 運輸業，郵便業 68.3 529,051 1.89

 卸売業，小売業 89.9 530,095 1.90

 金融業，保険業 86.3 807,119 2.21

 不動産業，物品賃貸業 100.0 554,145 1.99

 学術研究，専門・技術サービス業 98.1 769,497 2.18

 宿泊業，飲食サービス業 70.5 329,658 1.34

 生活関連サービス業，娯楽業 72.8 260,278 1.15

 教育，学習支援業 78.8 385,246 1.47

 医療，福祉 81.5 298,005 1.40

 サービス業（他に分類されないもの） 79.7 411,156 1.65

95.3 691,635 2.17

83.8 426,558 1.65

平成　23　年

　計 86.0 544,462 1.88

 5,000人以上 98.1 742,695 2.33

 1,000 ～ 4,999人 96.3 615,010 2.03

   300 ～   999人 90.7 465,024 1.74

   100 ～   299人 83.8 408,329 1.59

 注:

 労働組合なし

年、企業規模・産業・労働組合の有無

 今年の夏の賞与を支給し
た又は支給する予定で額が

決定している企業
（％）

今年の夏の１人
平均賞与支給額

（円）

 今年の夏の１人
平均賞与支給月数

 （月）

 労働組合あり

 全企業に占める今年の夏の賞与を支給した又は支給する予定で額が決定している企業についての数値である。
 


